
　

一
般
会
計
の
収
入
額
は

96
億
１
５
０
８
万
円
、
支
出
額

は
92
億
１
６
１
５
万
円
、
収
支

の
差
し
引
き
（
形
式
収
支
）
は

３
億
９
８
９
３
万
円
（
表
１
）
で
、

翌
年
度
に
繰
り
越
す
財
源
を
除
い

た
実
質
収
支
は
３
億
７
１
７
０
万

円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
実
質
収
支
か
ら
前
年
度

の
実
質
収
支
を
除
い
た
単
年
度
収

支
は
６
３
９
２
万
円
の
黒
字
、
そ

こ
か
ら
財
政
調
整
基
金
（
※
１
）

の
取
り
崩
し
、
積
み
立
て
な
ど
を

考
慮
し
た
実
質
単
年
度
収
支
に
つ

い
て
も
地
方
交
付
税
の
増
加
な
ど

に
よ
り
、
３
９
５
２
万
円
の
黒
字

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

今
後
、
ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン
で
の
高

齢
化
が
進
み
、
労
働
人
口
の
減
少

に
よ
る
税
収
減
が
予
想
さ
れ
る
一

方
、
社
会
保
障
に
係
る
費
用
の
増

加
や
公
共
施
設
の
老
朽
化
に
よ
る

建
替
え
、
改
修
な
ど
多
く
の
支
出

が
見
込
ま
れ
ま
す
の
で
、
引
き
続

き
慎
重
か
つ
計
画
的
な
財
政
運
営

に
努
め
ま
す
。

　

財
政
指
標
（
表
２
）
に
つ
い

て
は
、
類
似
団
体
（
※
２
）
と

比
較
す
る
と
概
ね
良
好
な
数
値

と
な
っ
て
お
り
、
地
方
債
残
高

は
平
成
19
年
度
と
比
較
し
て

18
億
６
９
１
８
万
円
減
少
し
、

69
億
９
３
９
８
万
円
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

ま
た
、
基
金
に
つ
い
て
は
、
必

要
と
な
る
財
源
調
整
や
特
定
目
的

の
た
め
３
億
４
９
５
７
万
円
を
取

り
崩
し
ま
し
た
が
、
決
算
剰
余

金
１
億
５
４
０
０
万
円
や
将
来
の

ま
ち
づ
く
り
に
必
要
と
な
る
財
源

と
し
て
１
億
５
６
１
３
万
円
を
積

み
立
て
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
基

金
残
高
は
前
年
度
と
比
較
し
て

９
０
１
万
円
の
減
少
に
止
ま
り
ま

し
た
。

●
経
常
収
支
比
率

　

毎
年
、
経
常
的
に
収
入
の
あ
る

町
税
な
ど
の
自
由
に
使
え
る
収
入

を
経
常
経
費
（
※
３
）
に
ど
れ
だ

け
充
当
し
た
か
を
表
し
た
も
の
で

す
。

　

平
成
23
年
度
は
88
・
６
％
で
、

公
債
費
（
※
４
）
が
減
少
し
た
も

の
の
、
国
崎
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

建
設
に
係
る
償
還
金
な
ど
の
経
常

経
費
の
増
加
や
、
各
種
譲
与
税
・

交
付
金
な
ど
の
減
少
に
よ
る
経
常

一
般
財
源
の
減
少
に
よ
り
、
前
年

度
と
比
較
し
て
０
・
６
ポ
イ
ン
ト

悪
化
し
て
い
ま
す
。

●
財
政
力
指
数

　

標
準
的
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
自

ら
の
財
源
で
ど
れ
だ
け
賄
え
る

か
を
数
値
で
表
し
た
も
の
で
す
。

１
・
０
以
下
な
ら
国
か
ら
普
通
交

付
税
が
交
付
さ
れ
ま
す
。
町
税
収

入
の
減
な
ど
に
よ
り
、
財
政
力
指

数
は
０
・
６
３
６
と
前
年
度
と
比

較
し
て
０
・
０
２
ポ
イ
ン
ト
悪
化

し
ま
し
た
。

　

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
き
、
猪

名
川
町
の
財
政
の
状
況
を
健
全
化

判
断
比
率
お
よ
び
資
金
不
足
比
率

と
し
て
取
り
ま
と
め
た
の
で
公
表

し
ま
す
。

　

こ
の
指
標
は
一
般
会
計
の
み
で

は
な
く
、
特
別
会
計
、
公
営
企
業

会
計
（
水
道
・
下
水
道
事
業
）、
一

部
事
務
組
合
（
広
域
ご
み
処
理
組

合
な
ど
）、
第
三
セ
ク
タ
ー
も
含
め

た
財
政
状
況
を
示
す
も
の
で
あ
り
、

指
標
が
基
準
を
超
え
た
場
合
に
は
、

早
期
健
全
化
や
財
政
再
生
の
措
置

を
講
じ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

平
成
23
年
度
決
算
に
基
づ
く
比

率
は
図
１
の
と
お
り
で
、
基
準
を

超
え
る
指
標
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し

た
が
、
こ
れ
は
将
来
の
健
全
性
も

担
保
す
る
も
の
で
は
な
い
た
め
、

引
き
続
き
財
政
の
健
全
な
運
営
に

向
け
た
取
り
組
み
を
進
め
て
い
く

必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
（
早
期
健
全
化
団
体
）

　

早
期
健
全
化
基
準
を
超
え
る
と

イ
エ
ロ
ー
カ
ー
ド
の
段
階
と
な

り
、「
財
政
健
全
化
計
画
」
の
策

定
が
義
務
付
け
ら
れ
、
自
主
的
な

改
善
努
力
に
よ
る
財
政
健
全
化
を

行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
（
財
政
再
生
団
体
）

　

財
政
再
生
基
準
を
超
え
る
と
レ

ッ
ド
カ
ー
ド
の
段
階
と
な
り
、「
財

政
再
生
計
画
」
を
策
定
し
、
計
画

に
基
づ
く
財
政
再
建
に
取
り
組
む

こ
と
に
な
り
ま
す
。
総
務
大
臣
の

許
可
が
な
け
れ
ば
地
方
債
の
起
債

（
お
金
の
借
り
入
れ
）
が
で
き
な

く
な
っ
た
り
、
税
金
や
公
共
料
金

の
増
額
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
見
直

し
を
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

●
実
質
赤
字
比
率

　

一
般
会
計
な
ど
に
お
け
る
歳
入

総
額
か
ら
歳
出
総
額
お
よ
び
翌
年

度
に
繰
り
越
す
べ
き
額
を
差
し
引

い
た
実
質
赤
字
額
が
、
標
準
財
政

規
模
（
※
５
）
に
占
め
る
割
合
を

い
い
、
本
町
は
黒
字
と
な
っ
て
い

る
た
め
「
△
（
マ
イ
ナ
ス
）」
表

示
と
な
り
ま
す
。

●
連
結
実
質
赤
字
比
率

　

一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
公
営

企
業
会
計
を
考
慮
し
た
結
果
の
実

質
赤
字
額
が
標
準
財
政
規
模
に
占

め
る
割
合
を
い
い
、
本
町
は
黒
字

と
な
っ
て
い
る
た
め
、「
△
」
表

示
と
な
り
ま
す
。

表１　平成 23年度　一般会計・特別会計決算一覧表

会計区分 収入 支出 収支差引額

一般会計 96億1,508万円 92億1,615万円 3億9,893万円

特　

別　

会　

計

国民健康
保険

31億  147万円 28億5,077万円 2億5,070万円

介護保険 16億6,097万円 16億2,794万円 3,303万円

後期高齢 5億1,359万円 5億  572万円 787万円

農業共済 3,567万円 2,207万円 1,360万円

奨学金 341万円 321万円 20万円

小計 53億1,511万円 50億  971万円 3億  540万円

合計 149億3,019万円 142億2,586万円 7億  433万円

区分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 類似団体（22年度）

経常収支比率 89.9% 88.5% 89.6% 88.0% 88.6% 85.6%

財政力指数 0.680 0.684  0.678  0.656  0.636 0.670 

地方債残高 88億6,316万円 79億8,982万円 75億2,386万円 72億1,944万円 69億9,398万円 93億1,036万円

基金残高 51億4,428万円 48億2,800万円 45億7,995万円 50億5,186万円 50億4,285万円 24億6,509万円

表2　財政指標などの推移

(△5.53%) ★

★ (4.1%)

　★ (△106.8%)

資金不足比率
水道事業会計 　★  (△32.9%)
下水道事業会計

★が猪名川町の指標の位置です。※将来負担比率と資金不足比率には、財政再生基準はありません。

将来負担比率

財政再生基準

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

早期健全化基準0%

★ (△52.5%)　

　(△15.81%) ★

健全団体 財政再生団体早期健全化団体

20.0%

30.0%

35.0%25.0%

20.0%

350.0%

本町の基準 14.15%

本町の基準 19.15%

図 1　健全化判断比率・資金不足比率の猪名川町の状況

平
成
23
年
度

決
算
（
見
込
み
）
を
公
表

　平成 23 年度決算（見込み）
がまとまりましたので、お知
らせします。
　決算（見込み）は、町議会
の認定を受けるため 9 月議
会に提案し、12 月議会で審
議されます（水道・下水道事
業会計は、9 月議会で認定済
み）。

健
全
化
判
断

比
率
な
ど

財
政
指
標
な
ど

財
政
状
況

●
実
質
公
債
費
比
率

　

一
般
会
計
が
負
担
す
る
公
債
費

の
一
般
財
源
の
額
が
標
準
財
政
規

模
に
占
め
る
割
合
の
３
カ
年
の
平

均
を
い
い
、
４
・
１
％
と
前
年
度

比
で
０
・
２
ポ
イ
ン
ト
改
善
し
て

い
ま
す
。
こ
れ
は
借
入
金
の
抑
制

や
過
去
に
実
施
し
た
繰
上
償
還
の

効
果
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

な
お
、
公
債
費
と
は
、
他
会
計

に
対
す
る
繰
出
金
、
一
部
事
務
組

合
に
対
す
る
負
担
金
の
う
ち
、
繰

出
先
で
公
債
費
の
財
源
と
な
っ
た

も
の
も
含
み
ま
す
。

●
将
来
負
担
比
率

　

一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
一
部

事
務
組
合
、
第
三
セ
ク
タ
ー
な
ど

を
含
め
た
将
来
の
財
政
負
担
が
標

準
財
政
規
模
に
占
め
る
割
合
の

こ
と
を
い
い
、
地
方
債
残
高
、
債

務
負
担
行
為
額
（
※
６
）、
退
職

手
当
支
給
予
定
額
の
一
般
会
計
負

担
額
、
連
結
実
質
赤
字
比
率
な
ど

を
含
み
ま
す
。
将
来
の
負
担
額

総
額
よ
り
も
基
金
な
ど
の
償
還

可
能
財
源
の
方
が
多
い
た
め
△

１
０
６
・
８
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

●
資
金
不
足
比
率

　

公
営
企
業
会
計
（
水
道
・
下
水

道
事
業
）
に
お
け
る
資
金
不
足
額

が
事
業
の
規
模
に
対
し
て
ど
の
く

ら
い
の
割
合
に
な
る
か
を
示
す
指

標
で
、
本
町
で
は
資
金
不
足
が
生

じ
て
い
な
い
た
め
、
水
道
事
業
で

△
32
・
９
％
、
下
水
道
事
業
で
△

52
・
５
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

●
用
語
の
解
説

※
１
財
政
調
整
基
金
＝
年
度

間
の
財
源
の
不
均
衡
を
調
整

す
る
た
め
の
積
立
金

※
２
類
似
団
体
＝
国
勢
調
査

に
よ
る
人
口
や
産
業
構
造
な

ど
が
類
似
し
た
団
体
の
平
均

的
な
状
況

※
３
経
常
経
費
＝
毎
年
支
出

す
る
経
費
（
人
件
費
や
施
設

の
維
持
管
理
費
な
ど
）

※
４
公
債
費
＝
借
り
入
れ
た

地
方
債
の
元
利
償
還
金

※
５
標
準
財
政
規
模
＝
地
方

公
共
団
体
が
通
常
水
準
の
行

政
活
動
を
行
な
う
上
で
必
要

な
一
般
財
源
の
規
模

※
６
債
務
負
担
行
為
＝
大
規

模
公
共
施
設
の
建
設
な
ど
複

数
年
に
渡
る
事
業
で
、
将
来

の
支
出
額
を
予
算
で
定
め
る

こ
と

問合せ
企画財政課
（☎ 766 － 8711）

＜２＞広　報　い　な　が　わ 平成２４年（2012年）１０月１日


